
事 務 連 絡

平成２８年７月１２日

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健主管課

各都道府県・指定都市教育委員会家庭教育支援主管課

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課

各 国 公 立 大 学 法 人 ・ 学 校 法 人 事 務 局

大学又は高等専門学校を設置する各地方公共団体担当課

独立行政法人国立高等専門学校機構本部事務局 御中

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を

受けた地方公共団体の学校設置会社担当課

大学を設置する各学校設置会社の学校担当事務局

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課

文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 専 門 教 育 課

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 医 学 教 育 課

文部科学省高等教育局学生・留学生課

「アルコール健康障害対策推進基本計画」の策定について

平素よりアルコール健康障害対策の推進に御理解、御協力をいただき、誠にあ

りがとうございます。

政府においては、５月31日、アルコール健康障害対策基本法（平成25年法律第1

09 号）（以下「基本法」という。）に基づき、アルコール健康障害対策の総合的か

つ計画的な推進を図るための「アルコール健康障害対策推進基本計画」（以下「基

本計画」という。）を策定しましたので、御連絡します。

今後、政府としては、基本計画に基づきアルコール健康障害対策を総合的かつ

計画的に推進していくこととしておりますので、貴団体におかれては、法の趣旨、

基本計画及び本事務連絡を踏まえ、アルコール健康障害対策の一層の推進に御協

力いただくようお願いします。

また、各都道府県教育委員会及び各都道府県知事にあっては、域内の市町村教

育委員会、所管又は所轄の学校（専修学校及び各種学校を含む。）その他教育機関

等に対して、各国立大学長にあっては、その管下の学校（専修学校を含む。）に対

して、御周知いただくようお願いします。

なお、内閣府から５月31日付け事務連絡にて各都道府県アルコール健康障害対

策担当部（局）に対し別添写しのとおり通知していることを申し添えます。

（参考）

■アルコール健康障害対策基本法（抜粋）

第三章 基本的施策
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（教育の振興等）

第15条 国及び地方公共団体は、国民がアルコール関連問題に関する関心と理解

を深め、アルコール健康障害の予防に必要な注意を払うことができるよう、家

庭、学校、職場その他の様々な場におけるアルコール関連問題に関する教育及

び学習の振興並びに広報活動等を通じたアルコール関連問題に関する知識の普

及のために必要な施策を講ずるものとする。

（基本法全文）内閣府 HP：http://www8.cao.go.jp/alcohol/pdf/kihonhou/hou.pdf

■アルコール健康障害対策推進基本計画「Ⅳ 基本的施策」（抜粋）

１．教育の振興等

（１）学校教育等の推進

①小学校から高等学校における教育

○学校教育において、アルコールが心身に及ぼす影響などを正しく認識させ

ることによって、未成年の段階では飲酒をしないという判断力と態度を育て

る。

○学校における飲酒に関する教育の充実を図るため、教職員等を対象とした

会議等の場において、アルコールが心身に及ぼす影響等について、周知する。

②大学等に対する周知

○大学等の学生担当の教職員が集まる会議等の場において、飲酒に伴うリス

クの啓発やアルコールハラスメント、未成年者の飲酒防止等についての、各

大学等の取組を促すため、必要な周知を行う。

③医学・看護・福祉・介護・司法等の専門教育

○大学における医学教育においては、基本法の趣旨を踏まえ、医学教育モデ

ル・コア・カリキュラムに治療等を含め位置付けられているアルコール依存

症に関する教育などについて、各大学に周知する。

○その他の関連分野についても、基本法の趣旨を踏まえ、周知する。

（２）家庭に対する啓発の推進

○家庭における未成年者の飲酒を防止するために家庭における教育に資する

よう、保護者向けの啓発資材(注)を作成し、教育委員会等を通じて周知を図

り、未成年の飲酒に伴うリスクを保護者に伝える。(注：今後、内閣府において
保護者向け啓発資材を作成予定。)

（基本計画）内閣府 HP：http://www8.cao.go.jp/alcohol/kihon_keikaku/pdf/kihon_keikaku.pdf

【本件事務連絡に関する連絡先】

文部科学省初等中等教育局

健康教育･食育課保健管理係

TEL：03-5253-4111（内線 2976）
FAX：03-6734-3794


